
新潟県柏崎市建設工事入札参加資格審査申請要領 

 

令和 4(2022)年 11 月 

柏 崎 市 財 務 部 

契 約 検 査 課 

 

令和 5(2023)・6(2024)年度において柏崎市及び柏崎市上下水道局が行う建設工事の

一般競争入札、指名競争入札及び随意契約の協議（以下「競争入札等」といいます。）

に参加しようとする方は、以下の規程等及びこの要領に定めるところにより、競争入札

等に参加する者に必要な資格（以下「参加資格」といいます。）の審査（以下「資格審

査」といいます。）の申請を行ってください。 

なお、令和 5(2023)・6(2024)年度の申請において、柏崎市のホームページからの電子

申請受付けを試行します。詳細は、「７ 申請方法」および柏崎市ホームページをご確

認ください。（受付は令和 5(2023)年 1月 4日（水）以降の申請分からとなります。） 

 

【申請の根拠となる規程等】 

・新潟県柏崎市建設工事入札参加資格審査規程（平成７年柏崎市告示第 21号） 

 ・新潟県柏崎市上下水道局建設工事入札参加資格審査規程（平成 19 年公営企業管理

規程 25号） 

 ・新潟県柏崎市建設工事入札参加資格審査及び業者選定要領 

 ・柏崎市上下水道局建設工事入札参加資格審査要領 
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申請について 

 

１ 参加資格（建設工事）の種類  

 １）土木一式工事            16）ガラス工事 

 ２）建築一式工事            17）塗装工事 

 ３）大工工事              18）防水工事 

 ４）左官工事              19）内装仕上工事 

 ５）とび・土工・コンクリート工事    20）機械器具設置工事 

 ６）石工事               21）熱絶縁工事 

 ７）屋根工事              22）電気通信工事 

 ８）電気工事              23）造園工事 

 ９）管工事               24）さく井工事 

 10）タイル・れんが・ブロック工事    25）建具工事 

 11）鋼構造物工事            26）水道施設工事 

 12）鉄筋工事              27）消防施設工事 

 13）舗装工事              28）清掃施設工事 

 14）しゅんせつ工事           29）解体工事 

 15）板金工事              30）法面処理工事（※1） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 資格審査申請ができる方  

（１） 資格審査申請ができる方は、次に掲げる事項のいずれにも該当しない方です。 

ア 法第３条第１項の規定により建設業の許可を受け、その建設業の許可を受けて

営業した期間が１年に満たない者 

イ 資格審査を申請しようとする建設工事について、法第 27条の 23第１項に規定

する経営に関する客観的事項の審査（以下「経営事項審査」という。）を受けてい

ない者 

ウ 資格審査を申請しようとする建設工事について、経営事項審査の申請をする日

の属する事業年度の開始の日の直前３年の各事業年度のいずれの事業年度にも

完成工事高を有しない者 

エ 資格審査を申請しようとする建設工事について、法第 27条の 29第１項の規定

による総合評定値の通知を受けていない者 

オ 法の規定により営業の停止を命じられ、その停止期間が経過しない者 

カ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

※1 本市では、建設業法（以下「法」といいます。）の許可業種（29 業種）に加え、

とび・土工・コンクリート工事の内訳としての「法面処理工事」についても参加

資格の１業種として、とび・土工・コンクリート工事とは別に登録を受け付けて

おりますのでご注意ください。 
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号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者 

キ 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者 

ク 暴力団員であると認められる者 

ケ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又

は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められる者 

コ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

サ 法人であって、その役員（その支店又は営業所の代表者を含む。シにおいて同

じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるもの 

シ 法人であって、その役員のうちにクからコまでのいずれかに該当する者がある

もの 

ス 柏崎市の市税、新潟県の県税、法人税又は所得税並びに消費税及び地方消費税

のいずれかについて、滞納がある者 

セ 次の(ア)から(ウ)までに掲げる届出のいずれかを行っていない者（当該届出を

行うことを要しない者を除く。） 

(ア) 雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第７条の規定による届出 

(イ) 健康保険法（大正 11年法律第 70号）第 48条の規定による届出 

(ウ) 厚生年金保険法(昭和 29年法律第 115号）第 27条の規定による届出 

ソ 地方自治法施行令第 167 条の４（同令第 167 条の 11 第１項において準用する

場合も含む。）第２項各号のいずれかに該当すると認められる者 

  また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する

者についても同様とする 

 

（２） 次に掲げる国家資格者等の技術職員数が、「新潟県柏崎市建設工事入札参加資

格審査及び業者選定要領」の別表７に掲げる各業種の最低等級（Ｃ級）の技術職

員数の要件を満たさない者は、該当の工事（土木一式、建築一式、電気、管）に

ついて資格申請をすることができません。 

工事の種類 国家資格者等の種類 

土木一式工事 

 

 

 

 

 

 

 

１級技術職員：一級建設機械施工技士、一級土木施工管理技士、技

術士のうち技術部門を建設部門、農業部門（選択科目

を「農業土木」とするものに限る。）、森林部門（選択

科目を「森林土木」とするものに限る。）、水産部門（選

択科目を「水産土木」とするものに限る。）又は総合技

術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの、「農業土

木」、「森林土木」又は「水産土木」とするものに限る。）

とする者 
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土木一式工事 ２級技術職員：二級建設機械施工技士、二級土木施工管理技士（種

別を「土木」とするものに限る。） 

建築一式工事 １級技術職員：一級建築施工管理技士、一級建築士 

２級技術職員：二級建築施工管理技士（種別を「建築」とするもの

に限る。）、二級建築士 

電気工事 １級技術職員：一級電気工事施工管理技士、技術士のうち技術部門

を電気電子部門、建設部門又は総合技術監理部門（選

択科目を電気電子部門又は建設部門に係るものとす

るものに限る。）とする者 

２級技術職員：二級電気工事施工管理技士、第一種電気工事士、第

二種電気工事士で電気工事に関し実務経験３年以上、

電気主任技術者（第一種、第二種又は第三種）で電気

工事に関し実務経験５年以上、建築設備士で電気工事

に関し実務経験１年以上、計装で電気工事に関し実務

経験１年以上の者 

管工事 １級技術職員：一級管工事施工管理技士、技術士のうち技術部門を

機械部門（選択科目を「流体工学」又は「熱工学」と

するものに限る。）上下水道部門、衛生工学部門又は総

合技術監理部門（選択科目を「流体工学」、「熱工学」

又は上下水道部門若しくは衛生工学部門に係るもの

とするものに限る。）とする者 

２級技術職員：二級管工事施工管理技士、給水装置工事主任技術者

で管工事に関し実務経験１年以上の者、職業能力開発

促進法による技能検定のうち検定職種を一級の冷凍

空気調和機器施工、空気調和設備配管、給排水衛生設

備配管、配管（選択科目を「建築配管作業」とするも

のに限る。以下同じ。）、配管工若しくは建築板金（選

択科目を「ダクト板金作業」とするものに限る。以下

同じ。）とするものに合格した者又は検定職種を二級

の冷凍空気調和機器施工、空気調和設備配管、給排水

衛生設備配管、配管、配管工若しくは建築板金とする

ものに合格した後、管工事に関し実務経験３年以上

（ただし、平成 16(2004)年 4月 1日時点で合格してい

た者は実務経験１年以上）の者、建築設備士で管工事

に関し実務経験１年以上、計装で管工事に関し実務経

験１年以上の者 
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３ 参加資格の有効期間  

  参加資格の有効期間は、令和 5(2023)年 4月 1日から令和 7(2025)年 3月 31日まで

です。 

 

 

 

 

４ 提出書類等  

 ◎：必ず提出してください。 

 △：該当がある場合、提出してください。 

 ×：提出する必要はありません。 

申請書、申出書 

及び添付書類 

市内 

本店 

※2 

市内 

支店 

※2 

県内 

本店 

※2 

県内 

支店 

※2 

県外 

※2 
摘   要 

①建設工事入札参加資格

審査申請書 

【別記第１号様式】 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

②営業所（主たる営業所を

除く）一覧表 

【別記第２号様式】 

 

【添付書類】 

⑧委任状（任意様式） 

⑨建設業許可申請書別紙二の写し 

△ ◎ △ ◎ △ 契約締結権限を支店等の営業所に委

任する場合のみ、当該営業所について

記載してください。 

この場合、本店が建設業の許可を受

けていても、支店等の営業所が許可を

受けていなければ、申請は認められま

せん。 

③技術職員数等に関する

書類 

【別記第３号様式】 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 土木一式、建築一式、電気又は管工事

について、経営事項審査の審査基準日

における技術職員数と⑩の総合評定値

通知書に記載されている技術職員数が

異なる場合に補正をすることができま

す。 

補正には、※3の要件を満たす必要が

あります。 

また、補正が可能な技術職員の資格

は「⑤技術職員数一覧【別記第６号様

式】」に記載されているものに限られま

すのでご注意ください。 

④舗装機械の所有状況に

関する書類 

【別記第５号様式】 

△ △ △ △ △  
「舗装」申請者で、かつ、舗装機械を所
有している場合のみ提出してくださ
い。 

  

※ 令和 5(2023)年 4月 1日以降に行う随時申請は、入札参加が認められた日が有効

期間の始期となります。 
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⑤技術職員数一覧 

【別記第６号様式】 

△ △ △ △ △ ③の補正を希望し、※3の要件を満た

す場合は、該当する者についてのみ記

入してください。 

また、資格者証等(実務経験を証明す

る必要がある場合は、建設業許可申請

の実務経験証明書(様式第９号))の写

しを添付してください。 

※同一の資格であっても業種ごとに提

示し、どの業種に関するものか分か

るよう、付箋又はインデックスを付

けてください。 

⑥暴力団排除に関する 

誓約書 

【別記第７号様式】 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎  

代表者の記名 

⑦建設業許可通知書の写

し 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 更新申請をしていて、許可年月日又

は許可の有効期間の始期から１年を経

過していることが確認できない場合

は、更新前（直前）の当該書類も提出し

てください。 

※建設業許可証明書を請求していた

だく必要はありません。建設業許可申

請時に交付される許可通知書の写しを

提出してください。 

⑧委任状 

（任意様式） 

△ △ △ △ △ 契約締結権限を支店等の営業所に委

任する場合に提出してください。 

（代表者から契約締結権限を委任する

支店等の営業所の代表者への委任状） 

⑨建設業許可申請書別紙

二の写し 

△ △ △ △ △ 契約締結権限を支店等の営業所に委

任する場合に提出してください。 

⑩経営規模等評価結果通

知書・総合評定値通知書

（以下「総合評定値通知

書」といいます。）の写し 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎  
審査基準日が令和 3(2021)年 9月 2日以
降であり、有効かつ最新の通知書であ
ることが必要です。 
 随時申請の場合は、申請日の１年７
か月前の日以降の通知書が必要です。 

⑪経営規模等評価申請書

総合評定値請求書に添

付した書類の写し 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎  
・工事種類別完成工事高（別紙一） 

※⑩で過去３年間に完成工事高を有
していることが確認できない場合
は、前回経審分も添付してくださ
い。 

・技術職員名簿（別紙二） 

・工事経歴書（様式第二号） 

※経営事項審査の申請の際、工事経歴
書の添付を省略した場合は、法第
11 条第２項の規定に基づき提出し
た工事経歴書の写しを提出してく
ださい。 
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⑫雇用保険、健康保険又は

厚生年金保険の加入の

届出を行ったことを確

認することができる書

類の写し 

△ △ △ △ △  総合評定値通知書で雇用保険、健康

保険又は厚生年金保険の加入状況のい

ずれかが「無」となっており、審査基準

日以降に加入の届出を行った場合は、

以下の書類を提出してください。 

 当該書類により、雇用保険、健康保険

又は厚生年金保険の全てが「未加入」で

なくなったことが確認できた場合の

み、資格審査申請を行うことができま

す。 

⑴ 健康保険又は厚生年金保険が「加

入」となった場合は、次の書類のいず

れかを提出してください。 

・申請時の直近１か月分の領収証書

の写し 

・標準報酬決定通知書の写し 

・被保険者資格取得確認及び標準報

酬決定通知書の写し 

・健康保険・厚生年金保険新規適用

届（年金事務所の受領印のあるも

の）の事業主控えの写し 

⑵ 雇用保険が「加入」となった場合

は、次の書類のいずれかを提出して

ください。 

・申請時の直前の労働保険概算・確

定保険料申告書の写し 

・雇用保険被保険者資格取得等確認

通知書（事業主通知用）の写し 

・雇用保険適用事業所設置届（ハロ

ーワークの受領印があるもの）の

事業主控えの写し 

⑬ＪＲ近接工事に関する

調査票 

△ △ △ △ △ 「５ ＪＲ近接工事に関する調査につ

いて」を御確認いただき、該当がある場

合のみ調査票及び添付資料を提出して

ください。 
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⑭適用除外申告書 

【別記第 15号様式】 

△ △ △ △ △  総合評定値通知書で雇用保険、健康

保険又は厚生年金保険の加入状況のい

ずれかが「無」となっており、審査基準

日以降に加入の適用除外となった場合

は、当該書類に適用除外となった事実

を証する書類を添付してください。 

当該書類により、雇用保険、健康保険

又は厚生年金保険の全てが「未加入」で

なくなったことが確認できた場合の

み、資格審査申請を行うことができま

す。 

⑮障害者雇用状況報告書

の写し等 

△ △ △ △ △ 社会貢献活動の状況のうち障害者雇用

状況に係る主観点希望者のみ 

（※4）（※12） 

⑯ハッピー・パートナー企

業登録証の写し等 

△ △ △ △ △ 社会貢献活動の状況のうち男女共同参

画の推進状況に係る主観点希望者のみ

（※5）（※12） 

⑰消防団協力事業所表示

制度認定証明書の写し 

△ △ △ △ △ 社会貢献活動の状況のうち消防団協力

事業所の認定状況に係る主観点希望者

のみ（※6）（※12） 

⑱ＳＤＧｓ(持続可能な開

発目標)の達成に向けた

取組み状況を証する書

類又はその写し 

△ △ △ △ △ ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)の達成

に向けた取組み状況に係る主観点希望

者のみ（※7）（※12） 

⑲マイナンバーカードの

取得又は交付申請の状

況に関する誓約書 

△ △ △ △ △ マイナンバーカードの取得又は交付申

請の状況に関する主観点希望者のみ 

（※8）（※12） 

⑳インターンシップ等の

受入れに関する証明書 

【別記第 16号様式】 

△ △ △ △ △ 社会貢献活動の状況のうち就業体験

（インターンシップ）又は職場実習（デ

ュアルシステム）に関する機会の提供

状況に係る主観点希望者のみ 

（※9）（※12） 

㉑若年者雇用状況申告書

等 

【別記第 17号様式】 

△ △ △ △ △ 若年者の雇用状況に係る主観点希望者

のみ（※13） 

㉒柏崎市の納税証明書 ◎ ◎ × × × 未納税額がないことの証明（発行か

ら３か月以内のもの。写し可） 

㉓県内業者（※2） 

：新潟県の納税証明書 

 県外業者（※2） 

：法人税の納税証明書 

× × ◎ ◎ ◎ 未納税額がないことの証明（発行か

ら３か月以内のもの。写し可）。 

県外業者の場合、㉓及び㉔の証明は、

納税証明書「その３の２」（個人用）ま

たは納税証明書「その３の３」（法人用）

を提出してください。 

㉔消費税及び地方消費税

の納税証明書 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 未納税額がないことの証明（発行か

ら３か月以内のもの。写し可） 
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※2 ①「市内本店」…柏崎市内に本店を有する者 

②「市内支店」…①以外で、柏崎市内の支店等の営業所に契約権限を委任する者 

   ③「県内本店」…①②以外で、新潟県内に本店を有する者 

   ④「県内支店」…①～③以外で、県内の支店等の営業所に契約権限を委任する者 

   ⑤「県外業者」…①～④以外の者 

 

※3 補正が可能な要件 

経営事項審査での技術職員の資格要件における重複計上の制限（２業種まで）又は

「その他」に区分される資格の一部が、本市の取扱いでは２級に区分されることによ

り、土木一式、建築一式、電気又は管工事の審査基準日現在の１、２級技術職員数と

総合評定値通知書に記載の１、２級技術職員数に差異が生じる場合（⑪の別紙二「技

術職員名簿」に記載されている者のみ。就退職等により審査基準日時点と資格審査申

請日時点の人数が異なることによる補正は不可） 

 

※4 障害者雇用 

   下記①②のいずれかに該当する障害者雇用に係る主観点希望者は、下表の書類を提

出してください（障害者雇用「有」と認められた場合は、主観点を 10点付与（※12）

します）。 

   ①資格審査申請日の直前の 6月 1日現在において、雇用状況報告義務があり、法定

雇用率を満たす数を超える数の障害者を雇用している者 

   ②資格審査申請日直前の 6月 1日現在において、雇用状況報告義務はないが、資格

審査申請日現在において１人以上の障害者を雇用している者 

 ①雇用状況報告義務がある者 ②雇用状況報告義務がない者 

 障害者の雇用の促進等に関する法律

（昭和 35年法律第 123号。以下「障害者

雇用促進法」という。）第 43条第７項及

び同法施行規則第８条に規定する障害

者雇用状況報告書の写しを提出してく

ださい。 

 なお、合併等による新設会社のため、

資格審査申請日現在、まだ当該報告書の

提出を行っていない場合は、合併前のそ

れぞれの会社（雇用状況報告義務がある

者）における当該障害者雇用状況報告書

の写しを提出してください。 

 雇用している障害者の方の障害者手

帳の写し及びその者が雇用されている

ことを証する書類の写し（雇用保険資格

取得等確認通知書、被保険者証、健康保

険及び厚生年金保険の被保険者資格取

得確認及び標準報酬決定通知書、賃金台

帳等）を提出してください。 

 

 



- 9 - 

 

 

※5 男女共同参画推進 

   新潟県のハッピー・パートナー企業として登録し、かつ、下表の①②のいずれか又

は両方に該当する男女共同参画の推進状況に係る主観点希望者は、ハッピー・パート

ナー企業登録証の写しとともに下表の書類を提出してください（①②で各 5点を付与

（※12）します）。 

項目 提出書類 

①次世代育成支援対策推進法(平成 15 

年法律第 120号｡以下同じ｡)第 12条第

１項又は第４項に基づき作成した｢一

般事業主行動計画｣を都道府県労働局

へ提出し､かつ､資格審査申請日現在

において､当該行動計画の計画期間中

である者 

都道府県労働局に提出した「次世代育成

支援対策推進法」に基づく「一般事業主

行動計画」（労働局の受付印があるもの）

の写し 

 

②経営事項審査の審査基準日現在にお

いて､女性技術者(法第７条第２号イ、

ロ又はハに基づく主任技術者となる

資格を有する者)を１名以上雇用して

いる者 

健康保険被保険者証等の性別が確認で

きる書類の写し 

 

※6 消防団協力事業所の認定 

   資格審査申請日現在において、柏崎市の消防団協力事業所表示制度に基づき、消防

団協力事業所に認定されている当該主観点希望者は、柏崎市が発行する認定証の写し

を提出してください（消防団協力事業所認定「有」と認められた場合は、主観点 10点

を付与（※12）します）。 

 

※7 ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)の達成に向けた取組み 

   資格審査申請日現在において、ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)の達成に向けた取組

みを行っている主観点希望者は、当該取組みの状況が分かる書類（自社ホームページ、

行動計画、行動指針又は行動宣言など）の写しを提出してください（ＳＤＧｓ(持続可

能な開発目標)の達成に向けた取組み「有」と認められた場合は、主観点 10点を付与

（※12）します）。 

 

※8 マイナンバーカードの取得又は交付申請の状況 

令和 4(2022)年 12 月 1 日時点において、マイナンバーカードの取得又は交付申請

の状況に関する主観点希望者は、「マイナンバーカードの取得又は交付申請の状況に

関する誓約書」を提出してください。このうち従業者数は、雇用期間に定めのない常

勤職員（法人の場合においては常勤の役員、個人の場合においてはこの事業主を含

む。）のみとします。（マイナンバーカードの取得又は交付申請済みの者の割合が 70％

以上（小数点以下切捨て）と認められた場合は、主観点 10点を付与（※12）します。） 
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※9 就業体験又は職場実習に関する機会の提供 

   令和 3(2021)年 12 月 1 日から令和 4(2022)年 11 月 30 日の間に、高校生以上の生

徒・学生（専門学校の生徒・学生を含む）を対象とした就業体験（インターンシップ）

又は専門の実践的な技術及び技能の習得を目指す職場実習（デュアルシステム）の受

入れを、柏崎市内の営業所で連続２日（※10）以上行った当該主観点希望者は、学校

等が発行する「インターンシップ等の受入れに関する証明書」【別記第 16号様式】を

提出してください（※11）。（就業体験又は職場実習に関する機会の提供「有」と認め

られた場合は、主観点を 10点付与（※12）します。） 

※10 連続２日とは「連続する２営業日」をいい、金曜日、月曜日と受入れを行い、その

間の土曜日及び日曜日が会社の休業日の場合等であれば申請が認められます。 

※11 学校への依頼に当たっては、別紙「証明書発行依頼文」を必要に応じて使用してく

ださい。 

 

※12 障害者雇用、男女共同参画推進、消防団協力事業所の認定、ＳＤＧｓ(持続可能な

開発目標)の達成に向けた取組み、就業体験又は職場実習に関する機会の提供及びマ

イナンバーカードの取得又は交付申請の状況は、「社会貢献活動の状況に係る主観

点」の項目の一つであるため、上記７項目に全て該当しても付与される評点は最大 30

点になります。 

   主観点の申請については、入札参加資格者名簿に登載された後に追加で受付けす 

ることはできません。主観点の付与を希望される方は、定期（随時）申請の際に必ず

申請してください。 

 

※13 若年者雇用 

    平成 30(2018)年 12月 1日から令和 4(2022)年 11月 30日の間に、柏崎市内の営業

所において、若年者（採用時 30歳未満の者。以下同じ。）を雇用期間の定めのない常

勤職員（※14）として新たに採用（※15）し、かつ、当該者を資格審査申請日まで継

続して雇用し、かつ、当該者が資格審査申請日現在において柏崎市内の営業所に勤務

している若年者雇用に係る主観点希望者は、「若年者雇用状況申告書」【別記第 17号

様式】及び下記添付書類を提出してください（若年者雇用「有」と認められた者は、

主観点を 20点（当該者が技術者又は技能労働者の場合は 30点（添付書類⑤で判断））

付与します）。 

※14 「雇用期間の定めのない職員」とは、パートタイマー、アルバイト、日雇い等を

除く正規職員が該当します。 

※15 「柏崎市内の営業所において、若年者を雇用期間の定めのない常勤職員として新

たに採用」とは、若年者を雇用期間の定めのない常勤職員として新たに採用し、採

用日（採用通知日ではありません。）現在において、柏崎市内の営業所に勤務して

いることをいいます（採用を決定した者は、柏崎市内の営業所でなくても構いませ

ん）。 
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 ＜添付書類＞ 

 ・①～③のうちいずれか１つ及び④～⑧（⑦、⑧は該当する場合のみ）の書類 

  ①健康保険被保険者証の写し［事業所名、資格取得年月日が記載してあるもの］ 

  ②健康保険・厚生年金被保険者資格標準報酬決定通知書の写し 

  ③健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書の写し 

  ④雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 

  ⑤雇用契約書又は労働条件通知書（労働基準法第 15条）の写し[勤務地、雇用期間の

定めのないこと及び職種が確認できるもの］ 

  ⑥賃金台帳又は源泉徴収簿の写し[資格審査申請日の属する月の前月に係る支払分] 

  ⑦資格審査申請日現在における勤務地が確認できる出勤簿等の書類の写し[採用日

時点と申請日現在の勤務地が異なる場合のみ]（※16） 

  ⑧資格審査申請日現在における職種が確認できる書類の写し[採用日時点と申請日

現在の職種が異なる場合のみ]（※16） 

※16 該当する場合のみ（①～⑥で確認できれば不要） 

   ※ やむを得ない理由により①～③の書類を添付できない場合は、常勤性を確認

できる書類、④の書類を添付できない場合は採用年月日を確認できる書類、⑧の書

類を添付できない場合は資格審査申請日現在における職種を代表者が証明する書

類をそれぞれ添付してください。 

※17 柏崎市優良建設工事表彰の受賞歴 

定期申請期間の属する年度及びその前年度において、柏崎市優良建設工事表彰要領

に基づき市長の表彰を受けている場合は、当該表彰を受けた建設工事の種類に対し

て、主観点を 10点付与します。 

 

５ ＪＲ近接工事に関する調査について 

  ＪＲ近接工事の入札における参考資料とするため、次のとおり調査票を提出して

ください。なお、該当がない場合は、提出不要です。 

 ⑴ 調査対象 

  ア 東日本旅客鉄道株式会社の施設関係工事従事者として、一般財団法人日本鉄道

施設協会が認定した有資格者が所属している場合 

  イ 東日本旅客鉄道株式会社の建設工事等取引会社として登録されるために申込

みをしている場合 

 ⑵ 回答方法 

   

 

    

    

 

 

 

⑴アに該当する場合 別紙「ＪＲ近接工事に関する調査票」を記入し、一般財団法

人日本鉄道施設協会が発行する資格認定証の写しを添付し

て提出してください。 

⑴イに該当する場合   次のいずれかの書類の写しを提出してください。 

・受付印のある受付票 

・受付印のある建設工事選定申込書 

・工事請負基本契約書 

・その他登録されていることが確認できる書類 
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６ 水道本支管布設工事の申請について 

  柏崎市上下水道局が発注する水道本支管布設工事の資格審査を希望する方は、以下

のとおり申請してください。 

 ⑴ 申請が可能な要件 

   「２ 資格審査申請ができる方」のほか、次のア及びイに該当する方が申請でき

ます。 

  ア 法第３条第１項の規定による土木工事業および管工事業の許可を受けている

者 

  イ 以下に掲げるいずれかの資格者が在籍している者 

   (ア) 水道法（昭和 32年法律第 177号）に規定する給水装置工事主任技術者免状

の交付を受けている者 

   (イ) 日本水道協会配水管技能者登録制度の耐震登録を受けている者 

   (ウ) 日本水道協会新潟県支部が認めた主任配管工 

   (エ) 公益財団法人給水工事技術振興財団（以下「給工財団」という。）にある給 

水装置工事配管技能者認定協議会から認定証を交付された者 

   (オ) 給工財団が実施した給水装置工事配管技能者講習会の課程を修了した者 

   (カ) 給工財団が実施する給水装置工事配管技能検定に合格した者 

 

 ⑵ 提出書類 

   「４ 提出書類等」における書類のほか、以下の書類を提出してください。   

様式番号 様  式  名 備 考 

別紙様式１ 
水道本支管布設工事入札参加資格審査補足

調査総括表 

(1)イに掲げる資格

のうち(ウ)～(カ)

については、主任配

管工として記入し

てください。 

別紙様式２ 
水道本支管布設工事経歴書（実績） 

（※18） 
 

別紙様式３ 
水道本支管布設工事 有資格者一覧表 

（※19） 

記載した資格を確

認できる書類の写

しを添付してくだ

さい。 

 

 

※18 工事経歴書 

・経営事項審査基準日直前の貴社事業年度２年度分を、年度ごとに作成してくださ

い。 

・本支管布設工事及び給水装置工事のみを記載してください。 

・受注形態の欄は、元請・下請の別を記入し、共同企業体の場合は加えて「共同企

業体」と記入してください。 

・下請の場合で、土木工事のみで管工事が含まれないものは除外してください。ま
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た、注文者欄には直接注文をした元請者、工事名欄は下請工事名を記入してくだ

さい。 

※19 ⑴イに該当する資格を記載してください。同一人が複数の資格を持っている場

合は、上位の資格のみを記載してください。なお、記載した資格を有しているこ

とを確認できる書類の写しを添付してください。 

 

 

７ 申請方法  

  

 

 

 

 

 

 ⑴ 申請期間 

◆柏崎市内に本店を

有する業者 
令和 4(2022)年 12月 1日（木）～ 12月 28日（水） 

◆上記以外 令和 5(2023)年 1月 4日（水）～ 1月 31日（火） 

    ※随時申請は、令和 5(2023)年 4月 3日（月）から行うことができます。 

    ※いずれも土曜日、日曜日、祝日を除く午前 8時 30分から午後 5時まで 

（正午から午後１時までを除く） 

 

 ⑵ 紙媒体による提出の場合（令和 4(2022)年 12 月 28 日までは紙媒体での申請のみ） 

  ア 申請書の取得方法 

     柏崎市ホームページからダウンロードしてください。 

  イ 提出部数：１部 

・「４ 提出書類等」を順にＡ４判縦フラットファイルに綴

じてください。 

・留め具及び色に指定はありません。 

・表紙に「年度・建設工事入札参加資格審査申請書、商号

又は名称」を記載してください。 

・背表紙に「商号又は名称」を記載してください。 

  ウ 提出先 

    「１３ 問い合わせ先」に持参又は郵送で提出してください。 

 

 ⑶ 電子申請の場合（令和 5(2023)年 1月 4日以降申請可能） 

  申請方法 

   柏崎市ホームページの入力フォームにて登録を行い、申請を行ってください。 

【お知らせ】 

令和 5(2023)・6(2024)年度申請分から、ホームページからの電子申請受付を行いま

す。ただし、令和 5(2023)・6(2024)年度申請については、システム入替に伴い試用期

間とするため、令和 5(2023)年 1月 4日（水）からの受付とさせていただきます。 

※令和 5(2023)年 1月 4日（水）以降も通常通り紙媒体での申請も受付けています。 



- 14 - 

 

８ 定期申請に係る申請書等提出後、令和 5(2023)年 1 月 31 日までの間に新しい総合

評定値通知書が交付された場合の取扱い  

  申請書提出後、令和 5(2023)年 1 月 31 日までの間に新しい総合評定値通知書が交

付され、申請内容の変更を希望する場合は、新しい総合評定値通知書又はその写しに

以下の該当する書類を添付し、提出してください。 

  添付書類 （「４ 提出書類等」のうち） 

  ③技術職員数等に関する書類【別記第３号様式】 

    新しく交付された総合評定値通知書の審査基準日における状況で記入のうえ、

提出してください。 

  ⑤技術職員数一覧【別記第６号様式】 

    ※3の要件を満たし、技術職員数の補正を希望する場合は、新しく交付された

総合評定値通知書の審査基準日における状況で記入のうえ、提出してください。 

 

 ※入札参加資格者名簿への登録は、令和 5(2023)年 1 月 31 日現在の経営事項審査の

結果及び総合評定値（有効かつ最新のもの）により行います（随時申請の場合は、

申請日における有効かつ最新のもの）。 

 

 

９ 参加資格の追加申請（業種追加）をする場合  

  参加資格の追加申請（業種追加）をする場合は、以下の書類を提出してください。 

  提出書類 （「４ 提出書類等」のうち） 

  ①建設工事入札参加申請書【別記第１号様式】 

②営業所（主たる営業所を除く）一覧表【別記第２号様式】 

 ※営業所に契約締結権限を委任している場合のみ 

  ③技術職員数等に関する書類【別記第３号様式】 

④舗装機械の所有状況に関する書類【別記第５号様式】 

   ※舗装を申請する場合のみ 

  ⑤技術職員数一覧【別記第６号様式】 

   ※追加する業種が、土木一式、建築一式、電気、管工事のいずれかに該当し、か

つ、※3の要件を満たす補正希望者のみ 

  ⑦建設業許可通知書の写し 

  ⑩総合評定値通知書の写し 

  ⑪経営規模等評価申請書総合評定値請求書に添付した書類の写し 

※有効かつ最新のもの 
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１０ 申請内容に変更があった場合  

  申請書を提出した後に次に掲げる事項に変更があった場合は、「変更等届出書」【第

９号様式】に必要な書類を添えて提出してください。 

変 更 内 容 添 付 書 類 

①商号又は名称 法人の登記事項証明書又はその写し（登記をしている者

に限る。以下同じ。） 

②営業所の名称、（郵便番号） 

所在地、電話番号又はＥメー

ルアドレス 

建設業許可の変更届出書（許可行政庁の受付印等のある 

ものに限る。以下同じ。）の写し。所在地の変更の場合

は、法人の登記事項証明書又はその写しでも可。 

③法人の代表者（又はその氏

名） 

法人の登記事項証明書若しくはその写し又は建設業許

可の変更届出書の写し（契約締結権限を営業所に委任し

ている場合は委任状も添付） 

④代理人（又はその氏名） 委任状又は建設業許可の変更届出書（許可行政庁の受付

印等のあるものに限る。）の写し 

⑤建設業の許可の区分 建設業許可通知書の写し 

⑥営業所の新設又は廃止 新設…契約締結権限を営業所に委任する場合、建設業の

変更届出書の写し、②営業所（主たる営業所を除

く）一覧表【別記第２号様式】及び委任状（任意

様式） 

廃止…添付資料不要 

⑦その他必要事項 内容に応じて書類を添付 

 

 

１１ 新たに経営事項審査を受けた場合の取扱い  

経営事項審査は毎年受けることが義務付けられています。営業年度が終了しました

ら、速やかに経営事項審査の手続きを行い、有効期限が切れる前に結果通知書の写し

を契約検査課まで提出してください。なお、新しい結果通知書の提出があっても、令

和 5(2023)・6(2024)年度の評点及び格付けの変更は行いません。 

 

 

１２ 電子入札システムについて  

柏崎市及び柏崎市上下水道局の建設工事に係る入札は、全て電子入札で行っていま 

す。入札に参加するためには、「電子入札システム利用者登録番号交付申請書」の提

出が必要です（過去に提出済みで、番号の交付を受けている場合は、提出不要です。）   

また、過去に提出した内容から変更があった場合には、電子入札に係る変更届を提

出していただくことになります。 

※ 様式を柏崎市のホームページからダウンロードして、手続きをお願いします。 
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１３ 問い合わせ先  

  〒９４５－８５１１ 

新潟県柏崎市日石町２番１号 

  柏崎市 財務部 契約検査課 契約係  

  電話：０２５７－２３－５１１１（内線４８０３） 


